（各課様式１）

予算要求資料
令和２年度補正予算　　　支出科目　款：農林水産業　項：農業費　目：農業振興費
	事業名　新農業生産における省力化実証研究開発事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　農政部　農政課　農業研究推進係　電話番号：058-272-1111（内2804）

　　　　　　　E-mail：c11411@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　 47,000千円（前年度予算額：0千円）

＜財源内訳＞　

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	47,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	
47,000

	決定額
	47,000
	47,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
新型コロナウイルス感染症を起因とした労働力不足や感染リスク等に対応するため、農畜水産業分野においては、作業の省力化などにつながる研究が求められている。
（２）事業内容

　　　県研究機関において農業の省力化等に対応できる自動収穫機や遠隔操作草刈り機等の機器を用いた試験研究を行い、これら機器等の効率的な利用方法等を明らかにすることで、雇用労働力の確保が困難な農家の経営継続に資する。
〇環境制御システムを用いた養液栽培における自動環境制御の研究

〇茶成分分析機を用いた茶に含まれるカテキン類の含有量等の分析
〇温室自動かん水制御装置を用いた花の温室のかん水自動制御の研究
〇出荷調整機を用いたホウレンソウの調製省力化の研究
〇リモコン草刈機・自動収穫機を用いた果樹園の省力管理技術の研究
〇食味分析機器を用いた飛騨米の食味向上の研究
〇リアルタイムPCRを用いた家畜病原体への抵抗性付与に関する研究
〇ファイバーバックシステムを用いた飼料中の粗繊維の分析方法に関する研究
〇付着沈性卵孵化装置を用いたアユの効率的な人工ふ化放流の研究
（３）県負担・補助率の考え方
　　　県10/10
（４）類似事業の有無
　　　研究開発機器等設備整備充実費（研究費枠）は、計画的に導入する少額機
器等を対象としている。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	151
	関係者との打ち合わせ、調査等の旅費

	需用費
	2,635
	実験器具等の各種消耗品購入等

	役務費
	114
	データ通信料

	備品購入費
	43,468
	研究開発機器等の新規購入・更新

	その他
	632
	機器操作作業委託費、種子・苗代、システム利用料等

	合計
	47,000
	


	　決定額の考え方　

財源については、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を充当します。



事業評価調書（県単独補助金除く）

	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　農政部研究機関において、農業生産分野における作業の省力化などにつながる実証研究を行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	実証研究数
	0件
(H30)
	件

(  )
	 件

(  )
	0件(R1)
	延べ9件

(R2)
	－％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	


（前年度の成果）

	


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○
	新型コロナウイルス感染症を起因とした労働力不足や感染リスク等に対応するため、実証研究は不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

　○
	　実証研究により、現場への導入が期待される。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

　○
	農業者の省力化のニーズを把握したうえで、実証研究の内容を決定している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　高齢化による担い手不足が続いていることから、引き続き作業の省力化などにつながる実証研究を行う必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

作業の省力化などにつながる実証研究を継続して行う。



（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	【○○課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	


